
 

東京都学校事務職員労働組合（東学） 新宿区西新宿２－８－１ 都庁第２本庁舎３２階

（文部科学省概算要求特集号） ２０２５年９月１日 ＮＯ．７４６ 

２０２６年度文部科学省の概算要求 給食費

の無償化等については、「事項要求」となる 
文部科学省は、８月２９日、２０２６年度予算の概算要求を公表しました。一般会計総

額は、２０２５年度比１０．０％増の６兆０５９９億円です。 

１． 教職員定数改善について  

定数改善９，２１４人（２９，６２１人） 

○中学校における指導体制の充実（３５人学級） ５，８００人（１７，４００人） 

 ○小学校教科担任制の計画的な推進 ９９０人（３，９６０人） 

 ○いじめ・不登校対応等のための体制整備 １，８９７人（６，６８２人） 

 ○多様な教育課題等に対応するための基礎定数の充実 ５２７人（１，５７９人） 

２．教師の処遇改善について 

 ○教職調整額の改善５％ ⇒ ６％（２０２７年１月～） 

 ○部活動指導手当の見直し（２０２６年４月～） 

 ○主務教諭の創設（２０２６年４月～）（月額６，０００円程度） 

 ※これらの処遇改善のほか、給料の調整額を見直す（1/4 程度の縮減を予定） 

３．支援スタッフの配置支援について 

 ○教員業務支援員の配置（拡充） ３０，９００人（２８，１００人） 

○副校長・教頭マネジメント支援員の配置（拡充） １，６００人（１，３００人） 

○学習指導員等の配置 ９，２００人（９，２００人） 

 ４．高校授業料無償化、給食費無償化については、金額を示さない「事項要求」とする 

 

自治労第９９回定期大会（宇都宮大会）開催 

「未来を創る 仲間とともに」をテーマに 
第９９回自治労定期大会が、８月２５日—２７日に栃木県宇都宮市で開催されました。

石上委員長は、冒頭のあいさつで３点、７月の衆議院選挙とその結果で岸まきこ当選を勝

ち取った、２０２５人事院勧告が出て秋の確定闘争を闘い抜く、自治労２年間の課題につ

いて自ら先頭に立って闘い抜く、と述べました。 
来賓は、連合・清水事務局長、立憲民主党・野田代表、国民民主党・玉木代表、栃木

県・福田知事、自治労国会協力議員団・逢坂衆議院議員などからあいさつがありました。

そして、岸まきこ参議院議員からは、「現場の最前線で闘っている自治労組合員の声を国

政に届けるのが、私の役割」「平和を守るためにも、自治労の増々の発展を祈ります」と

力強い決意が述べられました。 
 代議員の総数は、７百名弱。熱心な議論の後、８つの議案はすべて、圧倒的多数の賛成

で可決されました。各県本部からの意見や決意表明は、以下のようなことでした。 

 ２０２５年人勧で寒冷地手当が非支給に、参議院選挙の結果は残念、組織拡大・反戦平

和運動の先頭に立つ、財政の見直し、新規採用職員・中途採用者の組織化、核兵器の廃絶、

脱原発、ジェンダー平等推進、米軍基地反対、公務災害闘争、政治活動など。 



 現業労働者の民間委託・欠員不補充・職の確保、参議院選挙での組織力の低下、公的年

金、地域医療の再編、組合費の値上げ、県本部財政の強化、省庁対策、要求書の提出・交

渉、組織の強化・拡大が最重要課題、政治闘争の重要性、自治体確定闘争、再任用職員の

処遇改善、自立的労使関係など。 

 組織討議のていねいな進め方、組合費の議論と運動とを結びつける、単組実態の把握、

組合員の減少傾向、脱退対策、会計年度任用職員の組織化、参議院選挙の総括、運動の強

化と持続可能な組織づくり、組合離れの課題、組合員の減少と組合費の減少、組合財政は

本部の視点で県本部の視点が弱い、組合費の値上げには根強い反対がある慎重に、組合費

の値上げは脱退の口実になる慎重に、戦後８０年・被爆８０年など。 

 

学校給食費の無償化・公会計化に関する 

東学の質問と都教委の回答（その２） 
【学校給食費の公会計化について】 

質問６．現行の私費会計（無償化された学校徴収金や公会計化されたもの以外）は、地方 

自治法第２１０条（総計予算主義の原則）及び２３５条の４第２項（現金及び有価証券 

の管理）に違反した不適切・違法な会計処理だと考えるが、どうか。早急に公会計化し 

て、適法化するべきと考えるが、どうか。 

回 答．学校給食費の公会計化の導入については、区市町村が実情を踏まえ、独自に判断 

するものと考える。なお、文部科学省は、学校給食費等の公会計化に係る「学校給食費 

徴収・管理に緘するガイドライン」を策定している。 

質問７．公会計化を実施しない（できない）理由として、業務システムの導入に経費がか

かるとする自治体が多いようである。東京都として、経費の補助を都内自治体にするべ

きだと考えるが、どうか。既に、補助金制度がある場合は、どれくらいの予算規模で補

助をしているのか、明らかにしてもらいたい。 

回 答．学校給食費等の公会計化の導入については、区市町村が実情を踏まえ、独自に判

断するものと考える。 

質問８．東京都内自治体での学校給食費の無償化は、区市教委から学校長の銀行口座の補 

助金を振り込むという「公会計化なしの無償化」が多い。無償化で、徴収金管理や未納 

の督促などの業務は学校からなくなったが、支払い業務等は私費会計のまま会計処理が 

行われている。これでは、適法化や働き方改革の面で、問題が残ったままである。早急 

に公会計化するべきと考えるが、どうか。 

回 答．学校給食費等の公会計化の導入については、区市町村が実情を踏まえ、独自に判 

断するものと考える。 

質問９．世田谷区や町田市では、学校予算を大幅に超える金額の給食費の支払い業務を事 

務職員が担っている。「働き方改革」に逆行し、過重負担となっている。公会計化の場 

合、徴収金管理にのみ関心がいくが、支払い業務についても、業務の軽減を図るべきと 

考えるが、どうか。 

回 答．学校給食費等の公会計化の導入については、区市町村が実情を踏まえ、独自に判 

断するものと考える。 

質問１０．学校徴収金の無償化も公会計化も、適法化や「学校における働き方改革」に資 

するものと考える。導入については、区市町村が判断することと考えるが、東京都とし 

ても、補助金を出すなど、積極的に推進するべきと考えるが、どうか。 

回 答．学校給食費等の公会計化の導入については、区市町村が実情を踏まえ、独自に判 

断するものと考える。 


